様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2024　年　1　月　19　日
　
　　経済産業大臣　殿
[bookmark: _GoBack]（ふりがな）わくだけんせつかぶしきがいしゃ    
一般事業主の氏名又は名称 和久田建設株式会社     
（ふりがな）わくだ　かずおみ　      
（法人の場合）代表者の氏名 和久田　数臣     印   
住所　 〒866-0055
熊本県八代市迎町2丁目9号10番地
法人番号　2330001013825　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「DX計画2023」ページ

	公表日
	　　　2023　年　6　月　1　日　公開
　　　2023　年　9　月　1　日　更新


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページで公表
①当社代表取締役社長メッセージ
https://wakuda.jp/company/dx2023
②DXビジョン
https://wakuda.jp/a_cms/wp-content/uploads/2024/01/dx2023_9.pdf
P1：DX計画2023の全体像

	記載内容抜粋
	①当社代表取締役社長メッセージ
近年、デジタル技術の急速な発展と社会実装の進展により、社会全体で自動化による省人化・生産性向上が進んでいます。建設業界においても3次元モデル建設技術（BIM）等による設計の効率化・精度向上、ロボット・建設機械の自動化等による生産性向上がますます加速すると考えます。
このような急速な環境変化の中、私達は、デジタル技術の積極的な活用により、これまで以上の高品質と生産性向上を実現し、信頼性で九州トップの企業となることで、更なるお客様満足度の追求を目指す「DX計画2023」を作成しました。
DXビジョン実現の方向性として、これまで社内の閉じたネットワークで構築・運用してきた業務システムを、「和久田建設クラウド施工管理システム」としてクラウド移行することで、お客様やパートナー企業と情報をリアルタイムに共有し、サプライチェーン全体での生産性向上を実現するとともに、デジタル化で得られたデータの蓄積・分析による継続的な品質改善に繋げます。

②DXビジョン
デジタル技術の積極的な活用により、これまで以上の高品質と生産性向上を実現し、信頼性で九州トップの企業となることで、更なるお客様満足度を追求します。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記は取締役会の承認を得た内容です。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「DX計画2023」


	公表日
	　　　2023　年　6　月　1　日　公開
　　　2023　年　9　月　1　日　更新


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「DX計画2023」
https://wakuda.jp/a_cms/wp-content/uploads/2024/01/dx2023_9.pdf
P2：DX戦略

	記載内容抜粋
	戦略１：クラウド活用
・「和久田建設クラウド施工管理システム」をクラウド上に構築し、社内で管理していた工程表などの情報を順次移行していくことで、災害発生時の事業継続強化とお客様へのサービス継続強化を実現します。
・クラウドシステムの利用をお客様やパートナー企業にも開放することで、スムーズな書類授受やタイムリーな進捗状況共有を実現し、サプライチェーン全体での生産性向上を実現します。

戦略２：BIMの導入・活用 
・BIMの導入で、設計・施工・維持管理の各プロセスを一元的に管理するとともに、成果物の可視化および社内連携の円滑化を図ることで、生産性の向上を実現します。
・お客様向けBIMの活用では、工程の早い段階で立体図面を提示し、互いの意思疎通を高度化することで、更なるお客様サービスの向上を実現します。

戦略３：蓄積したデータの分析・活用
・BIMの活用で得られた各プロセスのデータと施工結果（施工不具合やお客様評価等）を分析し、客観的に評価することで、各プロセスの品質改善につなげるとともに、お客様が真に必要としているサービスの企画・開発に活用します。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	上記は取締役会の承認を得た内容です。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「DX計画2023」
https://wakuda.jp/a_cms/wp-content/uploads/2024/01/dx2023_9.pdf
P3～P4：組織・人材・IT環境

	記載内容抜粋
	（１）組織
代表取締役社長直轄に「デジタルイノベーション委員会」を設置し、組織を横断して各戦略の推進を主導するとともに、各部門にDX推進担当者を配置することにより、各戦略の実行体制を構築します。

（２）人材
①デジタル人材育成
・外部講師を招いたデジタル関連の研修や社内勉強会を定期的に開催するとともに、情報処理技術者試験をはじめとした、デジタル関連資格の取得を推奨することで、社員のデジタルスキルの底上げを図ります。
・BIMのノウハウを持つ外部組織と連携・協力することで、BIM技術者を育成するとともに社内への浸透を図ります。
②デジタル人材採用
・ネットワークやセキュリティ、データ分析等の専門知識を有したDX人材を積極的に採用することで、DX戦略を着実に推進する組織を形成していきます。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	「DX計画2023」
https://wakuda.jp/a_cms/wp-content/uploads/2024/01/dx2023_9.pdf
P4：組織・人材・IT環境

	記載内容抜粋
	（３）IT環境
①ネットワーク整備
・社内外からセキュアかつ高速にクラウドへアクセスを可能するために、セキュリティ対策も含めたネットワーク整備を行っていきます。
②ソフトウェア整備
・複数のBIMを比較・検討することで、当社にとって最適なBIMソフトを選定し導入します。
・データ分析に必要となるソフトウェアを整備します。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	「DX計画2023」


	公表日
	　　　2023　年　6　月　1　日　公開
　　　2023　年　9　月　1　日　更新


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「DX計画2023」
https://wakuda.jp/a_cms/wp-content/uploads/2024/01/dx2023_9.pdf
P5：重要な成果指標

	記載内容抜粋
	
2026年のお客様満足度：95％以上(平均4.75点以上)

【各DX戦略の推進状況を管理する指標】
戦略１：クラウド活用
（成果指標）
「和久田建設クラウド施工管理システム」の構築および社内情報の移行完了
（目標）
2025年度
（成果指標）
お客様およびパートナー企業の利用開始
（目標）
2025年度

戦略２：BIMの導入・活用
（成果指標）
BIMの運用開始
（目標）
2026年度
（成果指標）
BIM技術者をはじめとしたデジタル人材の人数
（目標）
0名⇒5名　（2026年度）

戦略３：蓄積したデータの分析・活用
（成果指標）
プロセス改善件数
（目標）
3件／年



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　2023　年　6　月　1　日　公開
　　　2023　年　9　月　1　日　更新


	発信方法
	当社ホームページで公表
当社代表取締役社長メッセージ
https://wakuda.jp/company/dx2023


	発信内容
	DXビジョン実現の方向性として、これまで社内の閉じたネットワークで構築・運用してきた業務システムを、「和久田建設クラウド施工管理システム」としてクラウド移行することで、お客様やパートナー企業と情報をリアルタイムに共有し、サプライチェーン全体での生産性向上を実現するとともに、デジタル化で得られたデータの蓄積・分析による継続的な品質改善に繋げます。
DXビジョンの実現に向けた戦略として、①クラウド活用、②BIMの導入・活用、③蓄積したデータの分析・活用を掲げました。今後は、これら戦略の推進状況や取組状況について、当社HPやSNSを活用して随時発信していきます。
代表取締役社長 和久田 数臣



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2023年　5月頃　～　2023年5月頃

	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」を活用した自己診断を行い、自社のDX成熟度における課題を把握しました。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2023年　5月頃　～　継続中

	実施内容
	当社は2023年5月にSECURITY ACTION制度に基づき、二つ星の自己宣言を行いました。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

